
平成28年度当初予算における政策的新規・充実事業予算の要求内容と査定結果【予算措置を講じたもの】

行　財　政  局　予　算　要　求　の　内　容

事　業　概　要 要求額 査定額 内容

芸術大学移転整備事業 　「京都市立芸術大学移転整備基本構想」を踏まえ，平成２８年度においては，先
行施設の設計，埋蔵文化財調査，土壌汚染調査，地質調査等を実施する。

57,400 20,000 □要求どおり
□積算内容精査
　□積算単価の精査
　□数量等の精査
■事業内容精査
　■事業手法の精査
　□規模の精査
　■年次割の精査

新庁舎整備事業 　「市庁舎整備基本計画」に基づき，平成２９年度からの本庁舎，西庁舎及び分庁
舎の建築工事に備えるため，平成２８年度は，分庁舎敷地の買戻し，敷地周辺の井
水・家屋調査等を行う。

628,600 643,000 □要求どおり
■積算内容精査
　■積算単価の精査
　□数量等の精査
□事業内容精査
　□事業手法の精査
　□規模の精査
　□年次割の精査

防災情報システム・防
災行政無線整備（基本
設計）

　整備後１４年が経過した本市の防災情報システム，防災行政無線について，国に
おける周波数帯の再編や無線通信のデジタル化への対応等のため，最新の情報通信
技術を取り入れるなどのシステムの全面的な刷新を行い，本市の防災機能の強化を
図る。平成２８年度は，防災情報システム・防災行政無線整備のための基本設計を
行う。

20,000 20,000

■要求どおり
□積算内容精査
　□積算単価の精査
　□数量等の精査
□事業内容精査
　□事業手法の精査
　□規模の精査
　□年次割の精査

（単位：千円）

査　定　結　果
事業名



行　財　政  局　予　算　要　求　の　内　容

事　業　概　要 要求額 査定額 内容

（単位：千円）

査　定　結　果
事業名

京都で過ごす全ての方
の安心につながる防災
情報伝達サイトの充実

　大地震や水害発生時における外国人観光客等の適切な避難行動等を支援するた
め，防災情報伝達サイトの多言語化を行う。
　具体的には，大規模災害時にスマートフォン等で地図情報を用いた経路案内や交
通機関の運行情報の提供等を行う「京都市・帰宅支援サイト」を多言語で利用でき
るよう改良し，帰宅困難者の身の安全の確保などを目的として開設する緊急避難広
場等への外国人観光客の避難誘導や円滑な帰国等の支援を行う。
　なお，帰宅支援サイトは，ＫＹＯＴＯ＿ＷｉＦｉを通じてインターネットへ接続
した場合は大地震発生時に自動的に同サイトへ誘導するという機能を有しており，
不慣れな外国人観光客であっても容易にサービスを利用することが可能である。
　また，防災ポータルサイト「防災危機管理情報館」では，水害発生時の避難勧告
等の発令状況や指定緊急避難場所の開設状況等を多言語で発信する。

16,200 15,000

□要求どおり
■積算内容精査
　□積算単価の精査
　■数量等の精査
□事業内容精査
　□事業手法の精査
　□規模の精査
　□年次割の精査

土砂災害特別警戒区域
内建築物安全確保対策
費補助

　土砂災害から市民の生命等を守るため，土砂災害特別警戒区域内の建築物の所有
者等に対して，建築物を基準に適合した安全な構造とするために必要な費用の一部
を補助する。

8,400 4,600 □要求どおり
■積算内容精査
　□積算単価の精査
　■数量等の精査
□事業内容精査
　□事業手法の精査
　□規模の精査
　□年次割の精査

京都市防災マップの更
新（水災害編）

　平成２２年度に全戸配布した「京都市防災マップ（水災害編）」について，主要
な河川の浸水想定区域の見直し等の更新を行い，全戸に配布する。
　なお，新たな防災マップでは，現在策定中の「京都市避難勧告等の判断・伝達マ
ニュアル」で定める，水害や土砂災害時の避難勧告等の発令の判断基準をわかりや
すく掲載するなど，市民の皆様の早期かつ円滑な避難行動の実施に資するものとな
るよう努める。

23,100 18,000 □要求どおり
■積算内容精査
　□積算単価の精査
　■数量等の精査
□事業内容精査
　□事業手法の精査
　□規模の精査
　□年次割の精査



行　財　政  局　予　算　要　求　の　内　容

事　業　概　要 要求額 査定額 内容

（単位：千円）

査　定　結　果
事業名

仕事と子育て両立支援
事業
（庁内モデル職場への
コンサルティング実施
による働き方の見直
し）

　今なお根強く残る，長時間労働を良しとする職場風土や長時間労働を前提とする
働き方から，短時間で成果をあげる「生産性の高い働き方」への転換を図り，「真
のワーク・ライフ・バランス」を実現するため，「モデル職場」を設定してコンサ
ルティングを受け，職場ごとの個別の事情に配慮しながら働き方を見直す支援を行
う。こうした取組を通じて，職員自らが，仕事と家庭生活を調和させ，地域で京都
のまちづくりに率先して取り組むという機運の醸成につなげる。

10,900 5,000
□要求どおり
■積算内容精査
　□積算単価の精査
　■数量等の精査
□事業内容精査
　□事業手法の精査
　□規模の精査
　□年次割の精査


